
   大口町住宅改修支援事業事務取扱要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、大口町（以下「町」という。）が介護保険者である居宅要介

護被保険者（介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第４

１条第１項に規定する居宅要介護被保険者をいう。）「（以下「要介護者等」とい

う。）」及び居宅要支援被保険者（法第５３条第１項に規定する居宅要支援被保険

者をいう。）について、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。）第

７５条第２項第２号に基づき、住宅改修について必要と認められる理由が記載さ

れた書面（以下「理由書」という。）を、指定居宅介護支援事業者等が作成する

にあたり、町がその業務に係る手数料を支払うことにより、指定居宅介護支援事

業者等を支援することを目的とする。 

（手数料の支払の対象となる業務） 

第２条 町が手数料を支払う業務は、住宅改修についての相談に関する専門的知識

及び経験を有する者のうち、次に掲げるものが理由書を作成する業務とする。た

だし、第１号に掲げる者が行う業務のうち、理由書を作成した日の属する月分の

居宅介護サービス計画費等（法第４６条第１項に規定する居宅介護サービス計画

費、第４７条第１項に規定する特例居宅介護サービス計画費、第５８条に規定す

る居宅支援サービス計画費及び第５９条第１項に規定する特例居宅支援サービス

計画費をいう。）が支給される要介護者等に係る業務を除くものとする。 

 (1) 指定居宅介護支援事業者 

 (2) 保健婦 

 (3) 理学療法士 

 (4) 作業療法士 

 (5) 前各号に掲げる者のほか町長が適当と認めるもの 

 （手数料の額） 

第３条 町長は、前条の業務を行った指定居宅介護支援事業者等に対し、１件当た

り２，１００円を支払うものとする。 



 （手数料の支払手続） 

第４条 手数料の支払を受けようとする指定居宅介護支援事業者等は、１月分をま

とめて翌月１０日までに、大口町介護保険住宅改修支援事業手数料請求書（別記

様式。以下「請求書」という。）を町長に提出するものとする。 

２ 町長は、前項の請求書を受理したときは、その内容を審査し、速やかに支払の

可否を決定するものとする。 

３ 前項の規定に基づく支払の決定に係る通知については、その支払をもってこれ

に代えるものとする。 

 （その他必要事項） 

第５条 この要綱に定めるもののほか、住宅改修支援事業に関し必要な事項は、町

長が定める。 

   附 則（平成１３年１月３１日大口町告示第２号) 

 この要綱は、告示の日から施行し、平成１３年１月 1日から適用する。 

   附 則（平成１５年６月２０日大口町告示第５９号） 

１ この要綱は、告示の日から施行し、平成１５年４月１日から適用する。 

２ この要綱による改正後の大口町住宅改修支援事業事務取扱要綱の規定にかかわ

らず、平成１５年３月３１日までに工事に着手した住宅改修に係る理由書作成業

務については、なお従前の例による。 



別記様式（第４条関係） 

大口町介護保険住宅改修支援事業手数料請求書 

                              年  月  日 

大口町長        様 

                所 在 地 

指定居宅介護支援事業者等名

                (代表者)氏 名             

 このことについて、下記のとおり請求します。 

１ 実 施 月           年   月 

２ 請求金額    ２，１００円×   件＝            円 

住宅改修利用 

被保険者氏名
届 出 年 月 日 届 出 者 氏 名 

要綱第２条各号の

うち該当する号数 

    年  月  日 

    年  月  日 

    年  月  日 

    年  月  日 

    年  月  日 

    年  月  日 

    年  月  日 

    年  月  日 

    年  月  日 

    年  月  日 


